
（１枚目表） 

 

 

 

 

 

        様 

公 00860-3-960342 島田市会計管理者 

静岡県島田市 

法 人 市 民 税 領 収 証 書 
  

管 理 番 号   

申 告 区 分   

事業年度開始日   

事業年度終了日   

決 算 月 日   

年 度   

納 期 限   

 

  

法 人 税 割  円 

均 等 割  円 

    

延 滞 金  円 

合 計 金 額  円 

 

  

上記のとおり領収しました。 

島田市会計管理者 
領 収 日 付 印 の 無 い も の

は 無 効 で す 。  

こ の 領 収 証 書 は 大 切 に

保 管 し て く ださ い 。  

領収日付印 

 

 納付者保管 

 

（１枚目裏） 

 ◎納期限までに税金を納付されなかった場合の措置 
 
 １ 納期限までに税金が完納されていないときは、その翌日から税金完納の日までの期間

の日数に応じ税額（1,000円未満の端数があるとき、又はその全額が2,000円未満である
ときは、その端数金額又は全額を切り捨てます。）に年14.6パーセント（納期限の翌日
から１月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント）の割合（租税特別措
置法第93条第２項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以
下「延滞金特例基準割合」という。）が年7.3パーセントの割合に満たない場合には、
その年中においては、年14.6パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基
準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年7.3パーセントの割合にあって
は当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合
が年7.3パーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセントの割合）とします。）を
乗じて計算した額の延滞金を徴収します。この場合における年当たりの割合は、閏年の
日を含む期間についても、365日当たりの割合です。 

 
 ２ 納期限までに税金を完納しないため、督促を受け、かつ、その督促状を発した日から

起算して10日を経過した日までにこの税金に係る徴収金を完納しない場合は、滞納処分
を受けることになります。 

 

 

 

 ◎納付場所 

様式第43号（要綱第6条関係） 



※この納付済通知書は直接機械に読ませますので折ったり汚したりしないようにしてください。 

（２枚目表） 

公 

    静岡県島田市 法人市民税 納付済通知書 

 
取りまとめ店 

〒469-8794ゆうちょ銀行 

名古屋貯金事務センター 

 公 静岡県島田市 

 法人市民税 納付書（原符）  

    
加 入

者 名 
  

口 座

番 号 
  

合 計

金 額 円 

  
加入者名 

口座番号 

  

  

市町村

コード 
  

納 付 

番 号 
  

確 認 

番 号 
  

納 付

区 分 
    

納期限   年 度   
  

法人名   
 

納 付 額 

円 

   
  

  

延 滞 金 
円 

合計金額 
円 

納 期 限 
  

納 付 金 額 会

計 

  
 

 
  

法 人 名 

法人税割 
円 

均 等 割 
円 

延
滞
金 円 

通知書番号 
  

合計金額 
円       領収日付印   

上記のとおり納

付します。 

 

(宛先) 
島田市会計管理者 

 

静 岡 県  

島 田 市  

222097 

領収日付印 
  
事業年度 

開 始 日 

   

 

 

上記の金額を領収しましたので通知します。 

 (宛先)島田市会計管理者 

  

事業年度 

終 了 日 

  

申告区分 
  

静岡県島田市222097 

島田市保管      金融機関等保管    

この用紙はATMではお取り扱いできません。 

（２枚目裏） 

 

 

  納付場所  

  

合
計
金
額
に
は
延
滞
金
も
合
計
し
て
く
だ
さ
い
。 切

り
取
ら
な
い
で
金
融
機
関
・
郵
便
局
に
お
出
し
く
だ
さ
い 

 

※
納
付
済
通
知
書
の
納
付
金
額
欄
に
￥
記
号
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 

切
り
取
ら
な
い
で
金
融
機
関
・
郵
便
局
に
お
出
し
く
だ
さ
い 

 


